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(百万円未満切捨て)
１．2022年９月期の連結業績（2021年10月１日～2022年９月30日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年９月期 6,004 － △801 － △740 － △780 －

2021年９月期 7,291 22.6 △554 － △348 － △388 －
(注) 包括利益 2022年９月期 △780百万円( －％) 2021年９月期 △389百万円( －％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年９月期 △44.85 － △59.3 △30.3 △13.4

2021年９月期 △22.34 － △20.5 △11.6 △7.6
(参考) 持分法投資損益 2022年９月期 △73百万円 2021年９月期 △3百万円
　　

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用し
ており、2022年９月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。このた
め、対前期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年９月期 1,969 931 47.1 53.33

2021年９月期 2,922 1,698 58.0 97.35
(参考) 自己資本 2022年９月期 928百万円 2021年９月期 1,694百万円
　

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用して
おり、2022年９月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2022年９月期 △710 94 △53 663

2021年９月期 △63 △317 126 1,328
　　　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年９月期 － 0.00 － 0.00 0.00 0 － －

2022年９月期 － 0.00 － 0.00 0.00 0 － －

2023年９月期(予想) － － － － － －

(注)2023年９月期の配当予想につきましては、現在未定であります。

３．2023年９月期の連結業績予想（2022年10月１日～2023年９月30日）
2023年９月期の連結業績予想につきましては、現時点で合理的な業績予想の算定ができないことから記
載しておりません。なお、当該理由等につきましては、添付資料３ページ「１．経営成績の概況（４）
今後の見通し」をご覧ください。

　　



※ 注記事項
　

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

　 新規 －社 (社名) 、除外 1社 (社名)株式会社プレイシンク
　　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無
　　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年９月期 17,405,198株 2021年９月期 17,405,198株

② 期末自己株式数 2022年９月期 4,580株 2021年９月期 1,517株

③ 期中平均株式数 2022年９月期 17,402,346株 2021年９月期 17,403,681株
　　

(参考) 個別業績の概要
１．2022年９月期の個別業績（2021年10月１日～2022年９月30日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年９月期 2,771 － △624 － △589 － △707 －
2021年９月期 3,693 △6.1 △319 － △313 － △402 －

　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2022年９月期 △40.64 －

2021年９月期 △23.10 －
　　

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用してお
り、2022年９月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。このため、
対前期増減率は記載しておりません。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年９月期 1,378 989 71.8 56.85

2021年９月期 2,265 1,681 74.2 96.60

(参考) 自己資本 2022年９月期 989百万円 2021年９月期 1,681百万円
　　

収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用しており、
2022年９月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
１．決算補足資料につきましては決算の発表後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び

合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のもの
ではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績
予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ペ
ージ「１．経営成績の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における国内経済は、不安定な国際情勢に起因する各種物資の価格及び供給への影響や、急速に

進む円安による物価への影響など、引き続き不透明な状況が続いております。また、新型コロナウイルス感染症の

流行長期化に伴う影響につきましても、十分な注意を払う必要があります。

当社グループの事業領域である国内ゲームアプリ市場規模は、2021年には前年比24.7％増の1兆6414億円、アプリ

ゲームユーザーは4231万人に拡大しており（出典：株式会社角川アスキー総合研究所「ファミ通ゲーム白書

2022」）、引き続き成長しているものと思われます。

このような事業環境の下、当社グループはエンターテインメント＆ソリューション企業としてオンラインゲーム

等の新規企画開発及び運営を行うゲーム事業と、それに付随してゲーム会社向けに人材サービス等を提供するゲー

ム支援事業を展開してまいりました。

ゲーム事業では、新規タイトルのリリースや移管がなかった一方で２タイトルのサービスを終了したことから、

当連結会計年度末では当社が提供しているタイトル数は９タイトル（自社パブリッシングタイトル６、運営受託タ

イトル３）となりました。一方で、スマホ画面共有型ゲーム配信プラットフォーム「Mirrativ」向けのライブゲー

ミングタイトルの開発や、合同会社DMM.comとの合弁事業によるオンラインクレーンゲームの開発などの新たな領域

のゲーム開発を進め、ブロックチェーンの仕組みを利用した新たなコンセプトのサッカーゲームの開発も引き続き

進めてまいりました。

収益面では、タイトル数の減少と運営中のタイトルのユーザー課金額の減少を受けて売上高が減少し、それに伴

いサーバー費やプラットフォーム手数料等も減少しましたが、その一方で新規開発にかかる人件費や外注費、業務

委託費等が増加しました。

ゲーム支援事業では、子会社の株式会社STANDに本事業を集約し、事業体制の整備を進めてまいりました。国内ゲ

ーム会社の底堅い人材ニーズを踏まえ売上が増加しましたが、案件獲得のための営業人員の採用や業界内での認知

度を図るための各種イベントの開催等による先行投資を実施したことにより、費用が増加しました。

なお、当連結会計年度において関係会社に対する長期貸付金の評価の結果、債権の貸倒れの損失に備えるため、

持分法による投資損失73,605千円を営業外費用として計上するとともに、特別損失として減損損失17,971千円及び

投資有価証券評価損15,599千円を計上いたしました。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は6,004,310千円（前期7,291,312千円）、営業損失は801,755千円

（前期は554,839千円の営業損失）、経常損失は740,306千円（前期は348,579千円の経常損失）親会社株主に帰属す

る当期純損失は780,445千円（前期は388,785千円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

①資産

当連結会計年度における総資産は1,969,630千円となり、前連結会年度末に比べ953,326千円減少いたしました。

流動資産は1,604,558千円（前連結会計年度末比814,860千円の減少）となりました。これは主に現金及び預金の減

少734,325千円及び売掛金の減少58,523千円があったことによるものです。

固定資産は365,072千円（前連結会計年度末比138,466千円の減少）となりました。これは主に関係会社長期貸付

金の減少73,605千円及び差入保証金の減少37,966千円があったことによるものであります。

②負債

当連結会計年度末における負債は1,037,832千円となり、前連結会計年度末に比べ186,481千円減少いたしまし

た。流動負債は958,315千円（前連結会計年度末比146,968千円の減少）となりました。これは主に未払金の減少

89,131千円があったことによるものであります。固定負債は79,516千円（前連結会計年度末比39,513千円の減少）

となりました。これは主に長期借入金が39,996千円減少したことによるものであります。

③純資産

当連結会計年度末における純資産は931,797千円となり、前連結会計年度末に比べ766,844千円減少いたしまし

た。これは主に親会社株主に帰属する当期純損失の計上780,445千円があったことによるものであります。なお、

2022年1月に行われた減資により、資本金990,000千円が減少した一方で資本剰余金が同額増加しております。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と比べて

664,325千円減少し、663,871千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動の結果使用した資金は710,617千円（前連結会計年度は63,843千円の使用）

となりました。主な増加要因は、持分法による投資損失の増加73,605千円があったことであり、主な減少要因は

税金等調整前当期純損失772,878千円の計上及び未払金の減少88,441千円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動の結果得られた資金は94,237千円（前連結会計年度は317,404千円の使用）

となりました。主な増加要因は敷金及び保証金の回収による収入91,465千円及び定期預金の払戻による収入

70,000千円があったことであり、主な減少要因は敷金及び保証金の差入による支出47,753千円があったことによ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動の結果使用した資金は53,996千円（前連結会計年度は126,667千円の獲得）

となりました。増加要因は連結の範囲を伴わない子会社株式の売却による収入1,000千円があったことであり、減

少要因は長期借入金の返済による支出54,996千円があったことによるものであります。

（４）今後の見通し

国内のゲームアプリ市場は引き続き拡大を続けており、バーチャル・リアリティやブロックチェーンなどの新た

な技術を取り込んで更に拡大していくことが期待されています。

このような事業環境のもと、当社グループでは、引き続き開発・運営体制を構築・維持しつつ、新たな運営タイ

トルの獲得や運営移管、新たな技術を活用したオンラインゲーム・サービスの開発受託を積極的に推し進めてまい

ります。

また、拡大に向けて優秀な人材の確保・育成への投資を積極的におこなうとともに、配置の適正化や各種費用等

の見直しにより効率的な体制づくりを推し進めてまいります。なお、連結業績の見通しにつきましては、主な事業

領域であるゲーム業界を取り巻く環境の変化が大きく、当社グループの業績が短期間で大きく変動する可能性があ

り、将来的な業績予測を合理的に算出することが困難となっているため、業績予想の開示を見合わせます。今後の

進捗等を踏まえ算定が可能になり次第速やかに開示いたします。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度まで８期連続となる営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失と

なり、当連結会計年度においても、営業損失801,755千円、経常損失740,306千円、親会社株主に帰属する当期純損

失780,445千円となることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在していると認

識しております。

当社グループは、当該事象を解消するために（継続企業の前提に関する注記）に記載の施策を実施することによ

り、事業基盤並びに財務基盤の安定化を図り、当該状況の解消、改善に努めております。

しかしながら、主たる事業であるゲーム事業における運営タイトルの売上見込については将来の予測を含んでい

ること、新規の開発受託及び運営受託案件の獲得は現時点では不確実性があり、引き続き業績の回復状況を慎重に

見極める必要があることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。

　



株式会社オルトプラス(3672) 2022年９月期 決算短信

4

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年９月30日)

当連結会計年度
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,518,197 783,871

売掛金 721,779 -

売掛金及び契約資産 - 663,256

仕掛品 17,960 -

その他 164,524 159,878

貸倒引当金 △3,043 △2,448

流動資産合計 2,419,418 1,604,558

固定資産

有形固定資産

建物 33,570 19,726

減価償却累計額及び減損損失累計額 △33,212 △19,409

建物（純額） 357 316

工具、器具及び備品 39,817 21,755

減価償却累計額及び減損損失累計額 △39,105 △21,279

工具、器具及び備品（純額） 712 476

有形固定資産合計 1,070 792

無形固定資産

その他 193 170

無形固定資産合計 193 170

投資その他の資産

投資有価証券 15,667 67

関係会社株式 0 -

関係会社長期貸付金 158,765 85,159

長期前払費用 25,983 14,990

差入保証金 301,857 263,891

投資その他の資産合計 502,274 364,108

固定資産合計 503,538 365,072

資産合計 2,922,957 1,969,630

負債の部

流動負債

買掛金 153,016 162,488

未払金 606,618 517,487

前受金 172,675 180,727

未払法人税等 261 6,902

1年内返済予定の長期借入金 54,996 39,996

その他 117,716 50,713

流動負債合計 1,105,284 958,315

固定負債

長期借入金 116,671 76,675

繰延税金負債 2,358 2,841

固定負債合計 119,029 79,516

負債合計 1,224,314 1,037,832
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年９月30日)

当連結会計年度
(2022年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 10,000

資本剰余金 1,087,197 2,077,379

利益剰余金 △393,040 △1,159,367

自己株式 △0 △0

株主資本合計 1,694,156 928,011

非支配株主持分 4,486 3,785

純資産合計 1,698,642 931,797

負債純資産合計 2,922,957 1,969,630
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年10月１日
　至 2021年９月30日)

当連結会計年度
(自 2021年10月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 7,291,312 6,004,310

売上原価 6,803,633 5,776,281

売上総利益 487,678 228,029

販売費及び一般管理費 1,042,518 1,029,785

営業損失（△） △554,839 △801,755

営業外収益

受取利息 408 3,177

広告協力金収入 204,815 134,137

雑収入 42,373 21,539

営業外収益合計 247,597 158,854

営業外費用

支払利息 917 2,808

雑損失 30,985 8,768

株式報酬費用 - 2,744

為替差損 6,199 9,479

持分法による投資損失 3,234 73,605

営業外費用合計 41,337 97,406

経常損失（△） △348,579 △740,306

特別利益

関係会社株式売却益 - 999

特別利益合計 - 999

特別損失

減損損失 35,566 17,971

投資有価証券評価損 - 15,599

特別損失合計 35,566 33,571

税金等調整前当期純損失（△） △384,145 △772,878

法人税、住民税及び事業税 2,635 6,939

法人税等調整額 2,314 482

法人税等合計 4,950 7,422

当期純損失（△） △389,095 △780,301

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△）

△310 143

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △388,785 △780,445
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年10月１日
　至 2021年９月30日)

当連結会計年度
(自 2021年10月１日
　至 2022年９月30日)

当期純損失（△） △389,095 △780,301

包括利益 △389,095 △780,301

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △388,785 △780,445

非支配株主に係る包括利益 △310 143
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年10月１日 至 2021年９月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,755,788 3,776,370 △5,449,217 △0 2,082,941

当期変動額

減資 △2,755,788 2,755,788 -

欠損填補 △5,444,961 5,444,961 -

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△388,785 △388,785

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 △2,755,788 △2,689,173 5,056,176 - △388,785

当期末残高 1,000,000 1,087,197 △393,040 △0 1,694,156

非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 4,796 2,087,738

当期変動額

減資 -

欠損填補 -

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△388,785

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△310 △310

当期変動額合計 △310 △389,095

当期末残高 4,486 1,698,642
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　当連結会計年度(自 2021年10月１日 至 2022年９月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,000,000 1,087,197 △393,040 △0 1,694,156

会計方針の変更によ

る累積的影響額
14,118 14,118

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,000,000 1,087,197 △378,921 △0 1,708,275

当期変動額

減資 △990,000 990,000 -

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△780,445 △780,445

連結子会社株式の売

却による持分の増減
182 182

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 △990,000 990,182 △780,445 - △780,263

当期末残高 10,000 2,077,379 △1,159,367 △0 928,011

非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 4,486 1,698,642

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△844 13,274

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,642 1,711,917

当期変動額

減資 -

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△780,445

連結子会社株式の売

却による持分の増減
182

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

143 143

当期変動額合計 143 △780,119

当期末残高 3,785 931,797
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年10月１日
　至 2021年９月30日)

当連結会計年度
(自 2021年10月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △384,145 △772,878

減価償却費 10,326 8,905

のれん償却額 22,542 -

減損損失 35,566 17,971

支払利息及び社債利息 917 2,808

受取利息及び受取配当金 △408 △3,177

持分法による投資損益（△は益） 3,234 73,605

投資有価証券評価損益（△は益） - 15,599

関係会社株式売却損益（△は益） - △999

為替差損益（△は益） △2,208 △9,476

売上債権の増減額（△は増加） 103,735 -

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） - 92,042

仕掛品の増減額（△は増加） △17,960 -

仕入債務の増減額（△は減少） 13,932 9,471

未払金の増減額（△は減少） 29,700 △88,441

前受金の増減額（△は減少） 76,019 8,052

長期前払費用の増減額（△は増加） 40,474 10,993

貸倒引当金の増減額（△は減少） △348 △595

その他 7,005 △74,904

小計 △61,616 △711,022

利息及び配当金の受取額 408 3,186

利息の支払額 △1,118 △2,736

法人税等の支払額 △1,516 △44

営業活動によるキャッシュ・フロー △63,843 △710,617

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △244 △20,742

有形固定資産の売却による収入 - 268

関係会社株式の取得による支出 △2,000 -

関係会社株式の売却による収入 - 1,000

貸付金の回収による収入 5,000 -

関係会社長期貸付金の貸付による支出 △160,000 -

敷金及び保証金の差入による支出 △30,160 △47,753

敷金及び保証金の回収による収入 - 91,465

定期預金の預入による支出 △160,000 -

定期預金の払戻による収入 30,000 70,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △317,404 94,237
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年10月１日
　至 2021年９月30日)

当連結会計年度
(自 2021年10月１日
　至 2022年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 160,000 -

長期借入金の返済による支出 △33,333 △54,996

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却
による収入

- 1,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 126,667 △53,996

現金及び現金同等物に係る換算差額 478 6,903

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △254,102 △663,472

現金及び現金同等物の期首残高 1,582,299 1,328,197

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 - △852

現金及び現金同等物の期末残高 1,328,197 663,871
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

当社グループは、前連結会計年度まで８期連続となる営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失と

なり、当連結会計年度においても、営業損失801,755千円、経常損失740,306千円、親会社株主に帰属する当期純損

失780,445千円を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が当連結会計

年度においても存在しております。当社グループは、当該事象または状況を解消するために以下の対応策を講じて

おります。

１．事業構造の改善

① 運営タイトルの選択と集中

当社グループで運営する既存タイトルについて更に見直しを進め、ユーザー課金額の減少により採算性が低

下し、コスト削減等の改善施策をおこなっても収益性の回復が見込めないと判断したタイトルについては、早

期にサービスの終了を進めてまいります。

なお、運営終了により生じたゲーム開発・運営人員は新規の開発受託、運営受託にシフトさせるほか、ゲー

ム支援事業を通じて他社のゲーム開発・運営現場へ派遣するなど人材リソースの効率的な活用を図ってまいり

ます。

② 他社ゲームタイトル等の開発受託及び運営受託の強化

当社グループがこれまで行ってきたゲームタイトル開発と運営で培ったノウハウを生かして、他社ゲームタ

イトルの開発受託、運営受託により、安定した売上及び利益の確保を進めてまいります。

また、バーチャルリアリティやブロックチェーンといった新たな技術を取り入れたゲームの開発受託やゲー

ム事業で培った知見やノウハウを活用して消費者向けの新しいサービスや企業のDX（デジタルトランスフォー

メーション）関連の開発受託を進めてまいります。

③ 経費の削減

2022年7月にオフィスを移転縮小し、オフィス賃料の引き下げをおこないましたが、引き続き支払手数料や業

務委託費などの全社的な管理コストの見直しや、サーバー費用、外注製作費、業務委託費などの製造経費の見

直しにより、コスト削減を継続して進めてまいります。

④ 事業の集約化

中核事業にあたらない子会社や相応の先行投資が必要な子会社については、事業売却もしくはMBOによるグル

ープからのスピンアウトを検討し、実行してまいります。

２．事業資金の確保・維持

今後の事業活動資金の安定的な確保・維持のため、グループ各社にて間接・直接を問わず幅広に資金調達の可

能性について検討を進めてまいります。

なお、有価証券届出書に記載のとおり、第２回無担保転換社債型新株予約権付社債、第７回新株予約権及び第

８回新株予約権の発行による資金調達を進めております。

以上の対応策を実施するとともに、今後も有効と考えられる施策につきましては、積極的に実施してまいりま

す。しかしながら、主たる事業であるゲーム事業における運営タイトルの売上見込については将来の予測を含んで

いること、新規の開発受託及び運営受託案件の獲得は現時点では不確実性があり、引き続き業績の回復状況を慎重

に見極める必要があることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

連結財務諸表に反映しておりません。

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
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（1）オンラインゲームに係る収益認識

当社がサービスを提供するオンラインゲームに係る収益に関して、従来、ユーザーがゲーム内通貨を使用し、ア

イテムを購入した時点で収益を認識しておりましたが、当連結会計年度よりユーザーがゲーム内アイテムを購入し

た時点以降のアイテム使用期間を見積り、当該見積り期間に応じて収益を認識することといたしました。

（2）受託開発に係る収益認識

受託開発に係る収益に関して、従来は、検収基準によって収益を認識しておりましたが、当連結会計年度より、

期間が短くかつ少額なものを除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間

にわたり認識する方法に変更いたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当連結会計年度の売上高は28,744千円減少、売上原価は14,699千円減少、営業損失、経常損失及び税

金等調整前当期純損失はそれぞれ14,045千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は14,118千円増加

しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「売掛金」は、当連結会計年度より「売掛金及び契約資産」に含めて表示することといたしました。なお、収益認

識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行

っておりません。また、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る顧客

との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

(会計上の見積りの変更)

（資産除去債務の見積りの変更）

当社は2022年３月17日付開催の取締役会において、本社移転に関する決議をいたしました。なお、2022年７月に本

社の移転は完了しております。これに伴い、当社の定期建物賃貸借契約に伴う原状回復費用に係る資産除去債務につ

きましては、移転日までの期間で資産除去債務の費用計上が完了するように変更しております。

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微です。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

　当社グループは、エンターテインメント＆ソリューション事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2020年10月１日
至 2021年９月30日)

当連結会計年度
(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

１株当たり純資産額 97.35円 53.33円

１株当たり当期純損失金額(△) △22.34円 △44.85円

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額

－円 －円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失金

額であるため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2020年10月１日
至 2021年９月30日)

当連結会計年度
(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

１株当たり当期純損失金額

親会社株主に帰属する当期純損失金額(△)(千円) △388,785 △780,445

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失金額
(△)(千円)

△388,785 △780,445

期中平均株式数(千株) 17,403 17,402

(重要な後発事象)

（第三者割当による第２回無担保転換社債型新株予約権付社債、第７回新株予約権及び第８回新株予約権（行使価

額修正条項付）の発行）

当社は、2022年11月10日開催の取締役会決議において、EVO FUND（以下「割当予定先」といいます。）を割当予

定先とする第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債部分の

みを「本社債」といいます。）、第７回新株予約権（以下「第７回新株予約権」といいます。）及び第８回新株予

約権（以下「第８回新株予約権」といい、第７回新株予約権とあわせて、個別に又は総称して「本新株予約権」と

いいます。）の発行を決議し、本新株予約権付社債及び本新株予約権の引受けにつき金融商品取引法による届出の

効力発生を停止条件とする本新株予約権付社債及び本新株予約権の買取契約（以下「本買取契約」といいます。）

を割当予定先との間で締結することを決議いたしました。

発行する第２回無担保転換社債型新株予約権付社債、第７回新株予約権及び第８回新株予約権（行使価額修正条

項付）の概要は以下のとおりであります。

１．第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の内容

（1） 払込期日 2022年11月28日

（2） 新株予約権の総数 40個

（3）
各社債及び新株予約権
の発行価額

本社債：金10,000,000円（各社債の金額100円につき金100円）
新株予約権：新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しません。

（4）
当該発行による潜在株
式数

1,581,640株（新株予約権１個につき39,541株）
(1) 上記潜在株式数は、本新株予約権付社債が全て当該当初転換価額である252.9
円で転換された場合における交付株式数です。
(2) 上限転換価額はありません。
(3) 下限転換価額（以下「下限転換価額」といいます。）は、140.5円であり、本
新株予約権付社債が全て当該下限転換価額で転換された場合における最大交付株
式数は、2,846,960株（新株予約権１個につき71,174株）です。

（5） 調達資金の額 400,000,000円
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（6）
転換価額及び
転換価額の修正条件

当初転換価額252.9円
(1) 本新株予約権付社債の転換価額は、2023年５月28日に初回の修正がされ、以
後６ヶ月が経過する毎に修正されます（以下、かかる修正が行われる日を「CB修
正日」といいます。）。本項に基づき転換価額が修正される場合、転換価額は、
当該CB修正日に先立つ３取引日（但し、終値がない日を含みません。以下、本項
において同じです。）間の株式会社東京証券取引所（以下「取引所」といいま
す。）における当社の普通株式（以下「当社普通株式」といいます。）の普通取
引の終値の単純平均値の90％に相当する金額の0.1円未満の端数を切り上げた額
（以下「基準転換価額」といいます。）に修正されます。なお、各CB修正日に先
立つ３取引日間の期間中に本新株予約権付社債の発行要項第12項(4)⑤の規定に基
づく転換価額の調整の原因となる事由が発生した場合には、当該３取引日間の取
引所における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値は当該事由を勘案して
調整されます。
(2) 上記(1)にかかわらず、上記(1)に基づく修正後の転換価額が下限転換価額を
下回ることとなる場合には、転換価額は下限転換価額とします。

（7）
募集又は割当て方法
（割当予定先）

第三者割当の方法により、全ての本新株予約権付社債を割当予定先に割り当てま
す。

（8） 利率及び償還期日
年率：0％
償還期日：2025年11月28日

（9） 償還価額 額面100円につき100円

（10） その他

(1) 当社は、本社債の発行から18ヶ月間が経過した日以降のいずれかの20連続取
引日において、当該20連続取引日に属するいずれの取引日においても、取引所に
おける当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の
終値）が当該時点で適用のある転換価額の130％に相当する金額を上回った場合、
以降のいずれかの日を償還日として、残存する本社債の一部又は全部を、本社債
の金額100円につき金100円で償還することができます。かかる償還を行うために、
当社は、償還日の２週間以上前に、本新株予約権付社債に係る新株予約権付社債
権者（以下「本新株予約権付社債権者」といいます。）に対して、書面により償
還に必要な事項を記載した通知を行う必要があります。
(2) 本新株予約権付社債権者は、本社債の発行から18ヶ月間が経過した日以降の
いずれかの日を償還日として、いつでも、残存する本社債の一部又は全部の償還
を請求することができます。かかる請求を行うために、本新株予約権付社債権者
は、償還日の２週間以上前に、当社に対して、書面により償還に必要な事項を記
載した通知を行う必要があり、かかる請求が行われた場合、当社は、当該請求に
従い、残存する本社債の一部又は全部を、本社債の金額100円につき金100円で償
還します。
(3) 本新株予約権付社債の譲渡については、当社取締役会の承認を要します。
(4) 当社は、割当予定先との間で2022年11月28日に本買取契約を締結する予定で
す。本買取契約において、(3)記載の譲渡制限に加え、以下の内容が定められる予
定です。

※ ロックアップ
当社は、割当予定先又はEVOLUTION JAPAN証券株式会社（東京都千代田区紀尾井町
４番１号 代表取締役社長 ショーン・ローソン）（以下「EJS」といいます。）
による事前の書面による承諾を得ることなく、本買取契約の締結日に始まり本新
株予約権付社債又は本新株予約権が残存している間において、当社普通株式又は
当社普通株式に転換若しくは交換できる証券の勧誘、担保提供、発行、売付け、
売却契約、購入オプションの付与、購入権の付与、引受権の付与、貸付けその他
の移転又は処分を、直接又は間接に行わず、またデッド・エクイティ・スワップ
等の実行による当社普通株式の発行又は当社普通株式の所有についての経済的結
果の全部又は一部を第三者に移転するスワップその他の取決めを行わず、さらに
当社の指示により行為するいかなる者をしても上記の各行為を行わせないものと
します。但し、上記の制限は、当社が割当予定先又はその関係会社を相手方とし
て上記各行為を行う場合、当社普通株式の株式分割により当社が当社普通株式を
発行又は交付する場合、当社が当社普通株式の無償割当を行う場合、会社法第194
条第３項に基づく自己株式の売渡し、当社のストックオプション制度に基づき当
社が当社の新株予約権若しくは当社普通株式を発行若しくは交付する場合、本新
株予約権付社債若しくは本新株予約権を発行する場合、本社債に付された新株予
約権若しくは本新株予約権の行使に基づき当社が当社普通株式を発行又は交付す
る場合及びその他適用法令により必要となる場合については適用されません。
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（10） その他

※先買権
当社は、本買取契約の締結日に始まり、本新株予約権又は本新株予約権付社債が
残存している間において、割当予定先以外の第三者に対して当社普通株式若しく
は当社の種類株式又は当社普通株式若しくは当社の種類株式に転換若しくは交換
できる証券を発行又は交付しようとする場合には（以下、かかる発行又は交付を
「本追加新株式発行等」といいます。）、割当予定先に対して、当該証券の発行
又は交付を決議する取締役会の日の３週間前までに、当該証券の発行又は交付に
係る主要な条件及び内容（当該証券の種類、価額、数量、払込期日、引受契約の
条件、引受予定先の名称・所在地を含むが、これに限られません。以下同じ。）
を記載した書面により通知しなければなりません。
割当予定先は、上記の通知を受領した場合、当社に対して、当該通知の受領日
（当日を含みません。）から１週間以内に、当該通知に記載された条件及び内容
により当該証券を引き受けるか否かを書面にて通知することとし、割当予定先が
当該条件と同一の条件により当該証券を引き受ける旨を当社に通知（以下、かか
る通知を「応諾通知」といいます。）したときは、当社は、割当予定先に対して
当該証券を発行又は交付するものとし、当該第三者に対して当該証券を発行又は
交付してはなりません。
当社は、割当予定先からの応諾通知を受領しなかった場合に限り、上記通知によ
り割当予定先に通知された主要な条件及び内容によってのみ、本追加新株式発行
等を決議することができます。
なお、前記の定めは、以下に規定する各場合には適用されないものとします。
① 当社の役職員若しくはコンサルタント若しくはアドバイザーを対象とするス
トックオプションを発行する場合、又は当社普通株式を発行若しくは交付する場
合において、当社の取締役会によって適法に承認された資本政策に従っており、
かつその発行株式数が本買取契約締結時点における当社の発行済株式総数の５％
未満である場合。
② 当社が適用法令に従い開示した書類に記載された、本買取契約の締結日時点
で既発行の株式（種類株式等で当社普通株式への転換請求権等を付与されている
ものを含む。）、新株予約権又は新株予約権付社債等の行使又は転換の場合にお
いて、当該行使又は転換が当該書類に記載された条件から変更又は修正されずに、
当該条件に従って行われる場合。
③ 上記の他、当社と割当予定先とが、別途先買権の対象外とする旨を書面によ
り合意した場合。
また、当社が本条項に違反した場合には、割当予定先は当該行為により生じた損
害及び逸失利益を合理的に計算の上、当社に対して違約金として提示します。当
該提示が行われた場合、当社は割当予定先に対して遅滞なく当該違約金の金額を
支払わなければなりません。

２．第７回新株予約権の内容

(1) 割当日 2022年11月28日

(2) 発行新株予約権数 20,562個

(3) 発行価額 総額2,673,060円（新株予約権１個当たり130円）

(4)
当該発行による
潜在株式数

2,056,200株（新株予約権１個につき100株）
上限行使価額はありません。
下限行使価額は140.5円ですが、下限行使価額においても、潜在株式数は
2,056,200株であります。

(5) 調達資金の額 522,686,040円（注）

(6)
行使価額及び行使価額
の修正条件

当初行使価額は、252.9円とします。
本新株予約権の行使価額は、2023年５月28日に初回の修正がされ、以後６ヶ月が
経過する毎に修正されます（以下、かかる修正が行われる日を「第７回新株予約
権修正日」といいます。）。本項に基づき行使価額が修正される場合、行使価額
は、当該第７回新株予約権修正日に先立つ３取引日（但し、終値がない日を含み
ません。以下、本項において同じです。）間の取引所における当社普通株式の普
通取引の終値の単純平均値の90％に相当する金額の0.1円未満の端数を切り上げた
額（以下「第７回基準行使価額」といいます。但し、当該金額が、下限行使価額
を下回る場合は下限行使価額とします。）に修正されます。なお、各第７回新株
予約権修正日に先立つ３取引日間の期間中に第７回新株予約権の発行要項第11項
の規定に基づく調整の原因となる事由が発生した場合には、当該３取引日間の取
引所における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値は、当該事由を勘案し
て調整されます。

(7)
募集又は割当て方法
（割当予定先）

第三者割当の方法により、全ての第７回新株予約権を割当予定先に割り当てま
す。
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(8) その他

当社は、割当予定先との間で、割当予定先が本新株予約権を譲渡する場合には当
社取締役会による承認を要すること、ロックアップ及び先買権等を規定する本買
取契約を締結します。なお、ロックアップ及び先買権の内容については、上記
「第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の内容（10）その他」をご参照下さ
い。

(注)調達資金の額は、第７回新株予約権の払込金額の総額に第７回新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額を合算した額です。行使価額が修正又は調整された場合には、調達資金の額は増加又は減少する可能性があ

ります。また、第７回新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合には、調達資金の額は変動します。加

えて、上記調達資金の額の計算に際して用いられている第７回新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額は、第７回新株予約権が全て当初行使価額で行使されたと仮定した場合の金額であり、実際の調達金額は第

７回新株予約権の行使時における市場環境により変化する可能性があります。

３．第８回新株予約権（行使価額修正条項付）の内容

(1) 割当日 2022年11月28日

(2) 発行新株予約権数 16,860個

(3) 発行価額 総額1,197,060円（新株予約権１個当たり71円）

(4)
当該発行による
潜在株式数

1,686,000株（新株予約権１個につき100株）
上限行使価額はありません。
下限行使価額は140.5円ですが、下限行使価額においても、潜在株式数は
1,686,000株であります。

(5) 調達資金の額 427,586,460円（注）

(6)
行使価額及び行使価額
の修正条件

当初行使価額は、252.9円とします。
(1) 第８回新株予約権の行使価額は、第８回新株予約権の各行使請求の効力発生
日（以下「第８回新株予約権修正日」といいます。）の直前取引日の取引所にお
ける当社普通株式の普通取引の終値の90％に相当する金額の小数第２位を切り上
げた金額（以下「第８回基準行使価額」といいます。）が、当該効力発生日の直
前に有効な行使価額を0.1円以上上回る場合又は下回る場合には、当該効力発生日
以降、当該第８回基準行使価額に修正されます。
(2) 上記(1)にかかわらず、上記(1)に基づく修正後の行使価額が140.5円（以下
「下限行使価額」といいます。）を下回ることとなる場合には、行使価額は下限
行使価額とします。

(7)
募集又は割当て方法
（割当予定先）

第三者割当の方法により、全ての第８回新株予約権を割当予定先に割り当てま
す。

(8) その他

当社は、割当予定先との間で、当社が本新株予約権の行使を許可した場合に限り、
当該行使許可に示された期間において、当該行使許可に示された数量の範囲内で
のみ本新株予約権を行使できること、上記行使許可に際して第８回新株予約権の
行使により交付される当社普通株式の売却先につき当社からの推薦があった場合
には、割当予定先は、当該普通株式の売却につき当該売却先との間で誠実に交渉
を行うこと、割当予定先が本新株予約権を譲渡する場合には当社取締役会による
承認を要すること、本新株予約権の発行要項第14項に基づく本新株予約権の取得
については原則としてEVO FUNDの同意を要すること並びにロックアップ及び先買
権等を規定する本買取契約を締結します。なお、ロックアップ及び先買権の内容
については、上記「第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の内容（10）その
他」をご参照下さい。

(注)調達資金の額は、第８回新株予約権の払込金額の総額に第８回新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額を合算した額です。行使価額が修正又は調整された場合には、調達資金の額は増加又は減少する可能性があ

ります。また、第８回新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合には、調達資金の額は変動します。加

えて、上記調達資金の額の計算に際して用いられている第８回新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額は、第８回新株予約権が全て当初行使価額で行使されたと仮定した場合の金額であり、実際の調達金額は第

８回新株予約権の行使時における市場環境により変化する可能性があります。

　


